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o 財務部長の松浦でございます。 

o 私から、4月30日に発表いたしました2013年3月期決算と2014年3月期の見通し
について、ご説明させていただきます。 
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o まず2ページをご覧ください。昨年度の実績および今年度見通しの概要をお示し
しております。 

o 昨年度は、東日本大震災による減収の反動や、堅調なレジャー需要等により運
輸収入が大きく伸びたこと等により、連結・単体ともに、営業収益・営業利益のい
ずれも前の年を上回りました。特に、営業収益1兆2,989億円および当期純利益
601億円は過去最高となっております。 

o 今年度は、連結営業収益が対前年+115億円増加の1兆3,105億円と過去最高を
更新する見通しです。一方、連結営業利益については、電力料金の値上げ等に
より単体の費用が増加する影響で、対前年▲44億円減少の1,250億円となる見
通しです。 
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o 次に単体の決算について3ページをご覧ください。 

o 運輸収入が前年より大幅に増加し、人件費や減価償却費などの費用も減少したこ
とから、営業利益は対前年+130億円、対計画+33億円増加の1,023億円となり、
1,000億円の大台に乗りました。 
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o 次に4ページをご覧ください。 

o 昨年度の運輸収入は、東日本大震災による減収の反動や、ゴールデンウィーク、
秋の行楽シーズンを始めとするレジャーでのご利用が好調だったこと等から、対
前年+103億円増加の7,691億円となりました。 

o なお、開業2年目の九州新幹線との直通運転については、昨年3月のダイヤ改正

で直通運転列車を増発したほか、観光キャンペーンを実施するなどの営業努力
をいたしました。 

o しかしながら、開業景気の反動や九州地方での豪雨による水害の影響等により、
2010年度との比較で見た増収効果が対前年▲20億円減少して130億円となりま
したが、開業前の2年目の想定通りという結果でした。 
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o 次に6ページをご覧ください。  

o 単体の営業費用の主な増減要因についてご説明します。  

o まず、人件費については、2001年度に退職給付債務の割引率を見直した際に
発生した数理計算上の差異の償却が前年度に終了したこと等により、対前年
▲45億円減少しました。 

o 物件費については、燃料価格の上昇により動力費が対前年+9億円増加したほ
か、修繕費についても建設工事に伴う撤去費の増加等により対前年+31億円増
加しました。一方、業務費は、昨年10月の会社間清算単価の見直し等により対
前年▲8億円減少しました。 

o 減価償却費は、2007年度の税制改正に伴う残存簿価均等償却が終了したこと
等から対前年▲60億円減少しました。 

o その結果、営業費用全体では対前年▲67億円減少し、運輸収入が増加したこと
から、営業利益として対前年+130億円の増益となりました。 
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o 次に連結決算について7ページをご覧ください。  

o 営業収益は対前年+112億円増加の1兆2,989億円と、平成5年に連結決算開示
以降、過去最高となっております。営業費用は対前年▲84億円減少の1兆1,694

億円、営業利益は対前年+196億円増加の1,294億円となりました。 
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o 次に8ページではセグメント別の実績をご説明します。  

o まず流通業については、営業収益が対前年+11億円増加の2,346億円となりまし
た。これは、駅の改良工事に伴い構内店舗の売上が減少したほか、百貨店の売
上も前年を若干下回りましたが、昨年10月の駅構内ショッピングゾーン「エキマル
シェ大阪」やビジネスホテル「ヴィアイン岡山」の新規開業に伴う増収などが主な
要因です。営業損益については、JR大阪三越伊勢丹の開業に伴う初期費用が
なくなったこと等により、対前年+24億円改善の▲4億円の損失にとどまりました。 

o 不動産業については、大阪ステーションシティを構成するショッピングセンターの
「LUCUA」が2年目も好調に推移しましたが、マンション分譲等が減少したことに
より、営業収益が対前年▲26億円減少の909億円となりました。一方で営業利益
は、「OSAKA STATION CITY」開業に伴う初期費用がなくなったこと等により対
前年+20億円増加の280億円となりました。 

o その他については、ホテル業、旅行業ともに、東日本大震災の反動が上期を通
して続いたことや堅調なレジャー需要に支えられ好調に推移したほか、工事業に
ついても、北陸新幹線関連工事の受注等により増収増益となりました。 
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o 次に9ページをご覧ください。単体の業績予想についてご説明します。 

o 今年度は、運輸収入が対前年+58億円増加する見通しですが、昨年10月の会社
間清算単価減等によりその他収入が対前年▲78億円減少することから、営業収益
合計では対前年▲20億円減少の8,665億円となっております。なお、会社間清算
収入については、業務費に計上される会社間清算費用と概ね相殺されるため、利
益には影響しないということです。よって、実質増収とみることもできます。 

o 営業費用については、人件費や物件費が増加するため、対前年+63億円増加の
7,725億円、営業利益は対前年▲83億円減少の940億円と見ております。よって、
電力関連経費等による対前年▲80億円減少の影響を除くと、営業利益はほぼ前
年並みとなります。 
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o 次に10ページをご覧ください。  

o 今年度の運輸収入は、足元の堅調なご利用状況を反映し、全体の基礎部分を
100.6％とみております。景気により反応する新幹線については、昨今の景気の
動向を踏まえて101.5％、近畿圏100.0％、その他については若干減の99.3％と
みております。 

o その他、グランフロント大阪開業等も踏まえて、対前年+58億円増加の7,750億円
としております。 
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o 次に単体の営業費用の見通しについてご説明します。  

o 人件費については、健保・厚年の保険料率変更等により対前年+16億円増加す
る見通しです。 

o 物件費については、電力料金値上げや燃料価格上昇等によって動力費が対前
年+68億円増加すると見ています。電力関係において、値上げにより対前年約
+40億円、燃料調整制度によるものが対前年+40億円であり、合計約+80億円の
うち、対前年+68億円が動力費、残りが業務費の増につながっております。 

o 修繕費についても、レール交換等の事業の継続的運営に必要な修繕工事の波
動により対前年+39億円増加すると見ております。 
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o 次に12ページをご覧ください。連結業績予想についてご説明します。 営業収益
は、運輸収入の増やマンション分譲による増から対前年+115億円増加の1兆
3,105億円と過去最高を更新することになります。営業費用は対前年+160億円
増加、営業利益は単体での営業費用増を反映して対前年▲44億円減少の
1,250億円と見ております。 
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o 次に13ページをご覧ください。セグメント別の見通しをご説明いたします。  

o 流通業については、新大阪・福山・広島駅等の駅改良工事に伴い構内店舗の売
上が減少する見通しである一方、百貨店において、グランフロント大阪との相乗効
果や消費税増税前の駆け込み需要等による売上増加を見込んでいること等から、
営業収益は対前年+17億円増加の2,364億円となる見通しです。また、営業利益
については、昨年度のJR大阪三越伊勢丹の減損に伴う減価償却負担の減少やコ
スト削減等によって対前年+35億円増加の31億円と見ております。 

o 不動産業については、引渡し増や消費税改定前の駆け込み需要によりマンション
分譲等が大幅に増加し、+200億円強の売り上げを想定しております。一方で、ショ
ッピングセンターのリニューアル工事の影響等により、営業収益が対前年+128億
円増加の1,038億円、営業利益はほぼ前年並みの277億円と見ております。 

o その他については、ホテル業、旅行業においては、競争の激化や、システム投資
等に伴う費用増加により、営業収益が1,263億円、営業利益が119億円と減収減益
の見通しです。 

 

o 簡単ですが以上でご説明を終わります。 
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o 社長の真鍋でございます。私からは、前中期経営計画の振り返りと今後の取り組
みについて、ご説明させていただきます。 
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o まず 18ページから20ページをご覧ください。  

o 前中期経営計画においては、安全基本計画を着実に推進するとともに、大阪ステ
ーションシティ開業と九州新幹線直通運転という2大プロジェクト等の戦略に取り組
んでまいりました。 

o その結果、先ほど財務部長よりご説明申し上げましたように、昨年度は、連結営業
収益が会社発足以来最高の1兆2,989億円、連結営業利益が1,294億円となりま
した。 

o この結果、20ページにありますように、前中期経営計画で掲げた財務指標のうち、
連結EBITDAと連結ROAについては目標を達成いたしました。また、連結営業収
益についても、1兆3,000億円に若干足りないものの、概ね達成できたと考えており
ます。 

o これを受けて、「プロジェクトの成果が実現」したと判断し、中計の最終年度に「連
結DOE3％をめざす」という方針に則り、2013年3月期の1株あたり配当を110円と
する予定です。 

o 今年度については、18ページにありますように、連結営業収益が対前年+115億
円増収の1兆3,105億円と営業収益としては過去最高を更新する一方で、連結営
業利益は対前年▲44億円減益の1,250億円となる見通しです。 
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o 中期経営計画策定時は、今年度は一定の増収となる一方、動力費や修繕費の
増加で大変収支の厳しい年になると想定しておりました。 

o その後、今年度の業績見通しを作るにあたり、収益については足元の鉄道のご
利用状況が引き続き堅調であること、費用についても精査を行ったことにより、中
期経営計画策定時の想定より改善した計画となりました。 

o また、電力料金値上げと燃料価格上昇等による影響が、単体の動力費、業務費
合計で80億円程度見込まれ、これを除いた営業利益は、単体ではほぼ前年並
み、連結では増益の計画と見ることができます。 

 

o 足元では、アベノミクスをきっかけに経済環境が好転する兆しが見えてきておりま
す。また、グランフロント大阪といった大阪駅周辺の大型プロジェクトの開業等に
よる関西全体の活性化も期待されます。当社としても、中計で掲げた戦略の推進
により西日本エリアの活性化に貢献し、その結果として収入、利益を上積みして
まいりたいと考えております。 
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o 次に、今後の取り組みについてお話しします。  

o まず22ページをご覧ください。山陽新幹線の新大阪～西明石間のご利用状況は、
対前年同日比較では、3月が102％、4月については99％となりました。ただ、4月も
同曜比較で見ると前年度を若干上回っており、引き続き堅調なトレンドが継続してい
るものと見ております。 

o 加えて、経済環境の好転という追い風も期待できると考え、今年度の運輸収入は基
礎を101.5％とし、過去最高の3,627億円と計画しています。 
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o 一方、航空機との関係においては、伊丹～福岡間の増便など、航空機の攻勢は
強まっておりますが、23ページにお示ししている、利便性の高いダイヤとインター
ネット予約、安全性・快適性といった、新幹線の競争優位のブラッシュアップ等に
より対航空機シェアを維持・拡大してまいりたいと考えております。 

o 具体的には、今年3月のダイヤ改正では、航空機との競合を意識し、広島・岡山～
東京間の「のぞみ」の増発や徳山駅での停車回数の増加を行いました。また、中
国エリアと九州エリアのご利用を促進するため、広島と鹿児島中央間の「さくら」を
新設しております。 

o さらに、安全性・快適性が向上したN700Aを今年12月から順次投入するほか、携
帯電話不感地対策、つまり携帯電話を通話可能にする対策についても、今年度
内には新大阪から新岩国まで完了させる予定です。加えて、この春から、航空機
を意識し価格を含めた商品のバリエーションの拡充にも取り組んでおります。 
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o また、24ページにありますように、シニア世代やインバウンドの需要を取り込み、
パイの拡大にも取り組んでまいります。 

o 具体的には、シニア世代をターゲットにした商品設定やキャンペーンを展開して
いきます。また、インバウンド需要の取り込みについては、商品展開のほか、タイ
等のアジア新興国へのターゲット拡大や、行政や地域、グループ会社一体となっ
た西日本観光ルートの開発、更には駅における無線LAN整備などに取り組みま
す。 

 

o こうした取組みを着実に実施し、経済環境好転という追い風を受け止めて計画を
上回ることを目指してまいります。 
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o 北陸新幹線については、引き続き開業に向けた準備を進めていきます。 2015年
10月から北陸デスティネーションキャンペーンを開催することも決定しました。これ
らのプロモーションに努め、開業効果を最大化できるようにしてまいります。 



o 次に26、27ページをご覧ください。 近畿圏の4月のご利用状況は、前半に、発達
した低気圧や、淡路島地震等の影響を受けたものの、昨年秋の阪急百貨店梅田
本店のグランドオープンや、エキマルシェ大阪開業、堅調なレジャー需要等によ
り、お手元の資料にありますように、前年同日比較で100％と、引き続き堅調に推
移しております。 

o しかしながら、人口減少の本格化や、全国的な景気と比べて景気の回復が緩や
かであることに加え、電力問題の動向が不透明であること等を勘案し、今年度の
運輸収入の基礎を対前年100％と計画しております。 

o 一方で、今年度は、4月26日に開業した「グランフロント大阪」や6月13日に一部
先行開業と発表された「あべのハルカス」など、環状線周辺の大きなプロジェクト
が相次ぎ、お客様の流動が増加することが予想されます。 

o それらをうまく収入に結び付けてまいりたいと考えており、運輸収入は前年を上回
る2,923億円と計画しております。 
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o また、引き続き、線区価値の向上にも取り組んでまいります。新たに東姫路駅と大
阪東線の衣摺駅[きずり] の2つの新駅設置計画を発表したほか、大津駅では認
定こども園を誘致することが決まりました。こうした取り組みも着実に進めながら、
全体の人口が減る中でも、当社のご利用の維持・拡大する施策を進めてまいりた
いと考えております。 

o なお、足元の大阪駅の近距離のご利用状況は、グランフロント大阪の開業効果も
あり、対前年で1割程度上回るなど好調に推移しております。 

 



o 次に28ページをご覧ください。  

o 西日本各エリアでは、今年度は、瀬戸内国際芸術祭や7月から広島デスティネー
ションキャンペーンが予定されているほか、山陰の出雲大社では60年ぶりの遷宮
が行われており、様々な行事等が計画されています。 

o 人口減少などの状況は想定されますが、地域と一体となった観光振興を推進し、
鉄道をはじめ当社グループのご利用につなげてまいりたいと考えております。 

o なお、在来線特急の4月のご利用状況は、前年同日比較で99％となりましたが、
同曜比較で見ると前年度を若干上回っており、堅調に推移しているものと見てお
ります。 
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次の29ページからは事業創造についてお示ししております。 
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o 31ページにありますように、今年度は、不動産市況の底入れや、消費税増税前
の駆け込み需要の確実な取り込みにより、当社沿線を中心とした不動産分譲が、
大幅な増収になる見通しです。 

o それ以外でも、中計でお示ししたように、今後も生活関連サービス事業を新幹線
と並ぶ成長の柱と位置付けており、三ノ宮駅での駅改良に合わせた構内店舗の
リニューアルや、ショッピングセンターの開発ではピオレ姫路が4月30日開業して

おります。また、シャミネ鳥取リニューアルなど、既存事業の強化・拡大やグルー
プ経営資源の有効活用、新たな業態や事業分野の展開・開拓を進めてまいりた
いと考えております。 
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o 次に、設備投資計画について、33ページにお示ししています。  

o 今年度は、山陽新幹線のATC取り替えや地震・津波対策等の安全関連投資を着
実に実施することに加え、北陸新幹線関連投資が本格化する影響もあり、連結
設備投資額は1,920億円、うち安全関連投資890億円となる予定です。 

o 2大プロジェクト開業等により減少した昨年度と比べて増加することになりますが、

投資効果をしっかりと見極めつつ、計画的かつ効率的に実施し、全体的な資産
の効率性を確保してまいります。また、成長に資する投資については不断に検討
し、可能性あるものは、追加して実施していく考えです。 
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o 次に、34ページをご覧ください。 

o  昨年度のフリー・キャッシュフローは、2大プロジェクトによる設備投資がピークを
過ぎたことから、832億円とその前の年を大きく上回りました。 

o しかし、今年度は設備投資が再び増加すること等から、フリー･キャッシュフローは
大きく減少する見通しです。 

o 株主還元につきましては、中期経営計画に掲げた方針に基づくとともに、こうした
フリー・キャッシュフローの状況も踏まえ、今年度は、昨年度と同じ1株あたり年間
110円の配当を予定しております。 

 

 

o 最後に一言申し上げたいと思います。 

o 24年度は想定をかなり上回る増収増益を達成し、25年度も足元の鉄道のご利用
は引続き好調というスタートを切っております。 

o 経済環境の好転を受け止めながら、中期経営計画でお示しした戦略や本日お
話した施策を推進し、まずは、業績見通しを達成するとともに、収入・利益をより
上方にシフトできるよう取り組んでまいりたいと考えております。 

o 私からのご説明は以上です。 

34 



35 


